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農業会議だより

「くまもと農業・最適化推進運
動」と「経営継承支援」の取組
みについて
令和４年度農業会議の活動報告
お知らせとご協力のお願い

熊本県農業会議からＬＩＮＥのお知らせ熊本県農業会議からＬＩＮＥのお知らせ



「くまもと農業・最適化推進運動」の取組結果と今後の方向性

令令和和４４年年度度のの取取組組結結果果

① 各市町村では、農地利用最適化モデル地区（チーム）を設定（
１～２地区以上）し、スケジュールに沿った取組を実施。

（モデル地区では、人・農地プラン実質化に係る筆別現況図作成、
規模拡大・縮小意向の深掘り、プラン実現に向け、農地中間管理事
業活用を基本とした集積・集約化活動等を行った。）

② モデル地区での優良事例の横展開を図
るため、全国・県内の優良事例について、
各種研修会で事例報告をしてもらい、全市
町村のモデル地区以外への最適化活動が活
性化するように促した。

③「地域計画」は令和７年３月まで
の２年間で作成する必要があるた
め、可能な限り取組み体制の強化
を図り、地域計画策定エリアごとに
優先順位を設けるなどし、関係機
関が協議のうえ工程表を作成し、
スケジュール感を共有

令令和和５５～～６６年年度度はは、、令令和和５５年年４４月月１１日日かか
らら施施行行さされれるる、、「「改改正正農農業業経経営営基基盤盤強強化化
促促進進法法」」のの対対応応をを重重点点的的にに取取組組むむ

令令和和５５年年度度以以降降のの方方向向性性

（一社）熊本県農業会議は、農業委員会等に関する法律に基づく「熊本県農業委員会ネットワーク機構」と
して、農業委員会の支援業務等を行っています。

とりわけ、令和５年４月１日から施行される「改正農業経営基盤強化促進法」により、令和７年３月３１日
までの２年間で、市町村が地域計画を作成することとなりますが、その中で、農業委員会は市町村の求めに応
じて、目標地図の素案を作成することとなりました。

目標地図の素案作成にあたっては、農業委員、農地利用最適化推進委員がタブレットを活用して、利用状況
調査、利用意向調査、日常の戸別訪問及び相談活動等の機会を捉えて、農地の利用状況や農地の出し手・受け
手の意向を把握したものを地図情報として整理し、目標地図の素案を作成することとなります。

そのため、本県農業委員会組織では、引き続き、チーム活動を基本に、「目標地図の素案作成」と「地域計
画づくり」を重点取組事項として明確化した上で、「くまもと農業・最適化推進運動」に取り組むこととし、
当会議としても、その取組みを全面的に支援します。

④農業委員会は、優先順位が
高い地域から、筆別利用現況
図をベースに農地の出し手・
受け手の意向把握を行いなが
ら目標地図の素案作成を進め
るとともに、地域計画づくり
に積極的に関与

⑤農業会議は、先進的な取組み
事例の収集・波及をはじめ、現
地巡回やタブレット操作研修へ
の協力のほか各種研修会や会議
での情報の横展開を通じて、目
標地図の素案作成と地域計画づ
くりを支援



「くまもと農業経営継承支援センター」が

「農業経営「農業経営の引継ぎ」の引継ぎ」をを
お手伝いします！お手伝いします！

継承支援センターは、親族間継承の機運醸成や啓発、継承支援センターは、親族間継承の機運醸成や啓発、
さらには、後継者不在の農家が所有する農地や機械、さらには、後継者不在の農家が所有する農地や機械、
経営品目の情報をデータベース化しています。経営品目の情報をデータベース化しています。
このデータを活用して、地域の担い手や新規就農者等へこのデータを活用して、地域の担い手や新規就農者等へ
継承するためのマッチングの支援を行います。継承するためのマッチングの支援を行います。

●�引継ぐ農地や意向をホームページで公開し希望
者に呼びかけ
●関係機関と連携したマッチング支援や伴走支援

［お問い合わせやご相談は、お住いの市町村、農業委員会、農協等の窓口まで］

くまもと農業経営継承支援センター
 お問い合わせ先　一般社団法人熊本県農業会議（農政・担い手対策課）

 電話　096-384-3333 

 FAX　096-385-1468　　  Eメール　43ninaite@nca.or.jp
〒862-8570　熊本市中央区水前寺6-18-1 県庁行政棟本館9階

公開データベース
（移譲者一覧） 取組の紹介

お困りごと
2

お困りごと
3

お困りごと
1

●�後継者不在の農家が所有する機械や施設、経営
品目等の情報をデータベース化
●地域の農業関係団体が新規就農者などに周知
●継承希望者と移譲農家のマッチング支援

引退したいが、後継者がいない

●親族間や第三者への継承方法について相談対応

引継ぎの仕方がよく分からない

やる気のある新規就農者等に
引継ぎたい など

スマホ
でも

相談無料

令和３年６月に開設した「くくままももとと農農業業経経営営継継承承支支援援セセンンタターー（（事事務務局局：：（（一一社社））熊熊本本県県
農農業業会会議議））」」（以下「継継承承支支援援セセンンタターー」という。」では、①親子間・親族間継承の機運醸
成・啓発、②後継者がいない農家の農地・施設等の有形資産、生産技術・販路等の無形資産
の情報について、ホームページ（ひのくにねっと）等で「公開」して、地域の担い手や県内
外からの新規就農希望者等との経営継承に向けた「マッチング支援」を全国に先駆けて行っ
ています。

第三者継承に向けた公開データベースへの掲載１６件、公開データベースへの問い合わせ対応７３件、第
三者継承に向けたマッチング交流会等１７回、農業就業体験会４回、等の実績となりました。

また、１月２４日（火）には経営継承の機運醸成に向けた「くまもと農業経営継承フォーラム」を開催し、
県内認定農業者ら１９６人が参加しました。

センター開設後第1号となる「覚書」締結式を、２月２１日（火）に水俣市役所で行い、着実な継承支援の
成果を上げています。

【ひのくにねっと「公開データベース」】

令令和和４４年年度度のの取取組組結結果果

市町村等と連携を図りながら、同センターの周知と活用促進に力を入れ、後継者がいない農業者への聞き
取り調査を行い、経営移譲希望者の情報を収集・公開していきます。
また、水俣市の事例を参考に、移譲希望者と就農希望者とのマッチング支援を強化していきます。

令令和和５５年年度度以以降降のの方方向向性性

農業経営の引継ぎを⽀援します︕
「くまもと農業経営継承⽀援センター」

【農業経営継承に関する「覚書」締結式（水俣市）】
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＜農業委員会への支援活動＞
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＜農業委員会への支援活動＞

（山鹿市農業委員会）（田代洋一氏）
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利
移
動
や
農
地
転
用
許
可
に
関

す
る
事
務
等
に
つ
い
て
、
３
回
の
ワ
ー
キ
ン
グ
・グ

ル
ー
プ
を
開
催
し
ま
し
た
。

事
前
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
中
で
も
、
令
和
５

年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
、
農
地
法
３
条
の

下
限
面
積
の
廃
止
に
伴
って
は
、
こ
れ
か
ら
農
業

を
さ
れ
る
申
請
者
の
許
可
基
準
の
確
認
に
つ
い
て
、

こ
れ
ま
で
よ
り
も
、
入
念
な
聞
き
取
り
や
詳
細

な
資
料
の
提
出
が
必
要
に
な
る
と
の
意
見
も
出

さ
れ
ま
し
た
。

「「農農
地地
等等
利利
用用
最最
適適
化化
推推
進進
施施
策策
をを

実実
現現
すす
るる
たた
めめ
のの
意意
見見
書書
」」をを
提提
出出

開
催
日

令
和
４
年
５
月
31
日
～
6
月
1
日

（
大
会
：
東
京
都
渋
谷
公
会
堂

（意
見
交
換
会
：
東
京
都
参
議
院
会
館
会
議
室
）

＜農政対策＞

全全
国国
農農
業業
委委
員員
会会
会会
長長
大大
会会
がが
開開
催催
。。
約約
３３
年年
ぶぶ
りり
とと
なな
るる
会会
場場
参参
加加
型型
のの

開開
催催
でで
全全
国国
かか
らら
約約
１１
，，
１１
００
００
人人
がが
集集
結結
。。

５
月
３
１
日
（火
）
、
東
京
都
の
渋
谷
公
会
堂
に

て
「令
和
４
年
度
全
国
農
業
委
員
会
会
長
大
会
」

が
開
催
さ
れ
、
県
内
の
会
長
及
び
事
務
局
長
な
ど

４
６
人
が
参
加
し
ま
し
た
。

本
大
会
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り

約
３
年
ぶ
り
と
な
る
現
地
参
集
型
の
開
催
と
な
り

ま
し
た
。

大
会
で
は
、
「持
続
可
能
な
農
業
・
農
村
を
創
る

た
め
の
政
策
提
案
」や
「『地
域
の
農
地
を
活
か
し
、

持
続
可
能
な
農
業
・
農
村
を
創
る
全
国
運
動
』を

推
進
す
る
た
め
の
申
し
合
わ
せ
」等
が
採
択
さ
れ
ま

し
た
。

翌
日
は
、
参
議
院
会
館
会
議
室
に
て
、
県
選
出

国
会
議
員
９
人
と
意
見
交
換
会
を
実
施
し
、
全
国

大
会
で
決
議
し
た
要
請
書
及
び
本
県
独
自
の
要
請

書
「農
地
等
利
用
最
適
化
推
進
施
策
を
実
現
す
る

た
め
の
意
見
書
」を
岩
村
会
長
が
国
会
議
員
へ
提
出

し
ま
し
た
。

参
加
し
た
会
長
か
ら
は
、
世
界
情
勢
の
緊
迫
化

に
伴
う
食
料
危
機
へ
の
対
応
や
食
料
自
給
率
向
上

に
向
け
た
取
り
組
み
、
工
場
誘
致
に
係
る
農
地
価

格
高
騰
に
対
す
る
対
策
、
人
口
減
少
地
域
に
お
け

る
農
村
対
策
や
担
い
手
確
保
に
向
け
た
取
り
組
み

、
親
元
就
農
者
や
新
規
参
入
者
へ
の
手
厚
い
支
援

制
度
に
つ
い
て
等
、
多
く
の
意
見
が
出
さ
れ
、
活
発

な
意
見
交
換
会
と
な
り
ま
し
た
。

（県選出国会議員との意見交換会） （会長大会）
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女女
性性
のの
活活
躍躍
促促
進進
とと
女女
性性
リリ
ーー
ダダ
ーー
のの
育育
成成
にに
向向
けけ
たた
ゼゼ
ミミ
ナナ
ーー
ルル
のの
開開
催催

「「くく
まま
もも
とと
農農
業業
女女
性性
ゼゼ
ミミ
ナナ
ーー
ルル
」」のの
開開
催催

く
ま
も
と
農
業
経
営
相
談
所
（事
務
局
：
県
農

業
会
議
）で
は
、
県
内
農
業
者
が
抱
え
る
経
営
課

題
（法
人
化
、
経
営
継
承
、
雇
用
・労
務
管
理
、

販
路
拡
大
等
）
の
解
決
の
た
め
、
関
係
機
関
と
連

携
し
な
が
ら
、
税
理
士
を
は
じ
め
社
会
保
険
労

務
士
や
中
小
企
業
診
断
士
等
各
専
門
家
を
農

業
者
の
下
へ
派
遣
し
、
そ
の
課
題
解
決
に
向
け
て

伴
走
型
の
支
援
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

令
和
４
年
度
の
支
援
状
況
は
、
個
人
・法
人
を

は
じ
め
と
し
て
、
１
０
０
を
超
え
る
相
談
に
対
応

し
ま
し
た
。
法
人
化
に
関
す
る
相
談
を
は
じ
め
、

経
営
改
善
、
経
営
継
承
、
雇
用
・労
務
管
理
に

関
す
る
相
談
等
が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
同
相
談
所
で
は
、
農
業
者
の
経
営
改
善

に
向
け
た
知
識
習
得
を
目
的
と
し
て
、
「農
業
経

営
法
人
化
支
援
講
座
（年
２
回
開
催
）」や
「青

色
申
告
講
座
」、
「農
業
法
人
経
営
発
展
支
援
セ

ミ
ナ
ー
」、
「地
域
営
農
法
人
経
営
支
援
会
議
」、

「無
料
定
例
相
談
会
」、
「地
域
別
相
談
会
」等
、

各
種
講
座
・セ
ミ
ナ
ー
・個
別
相
談
会
等
を
開
催

し
て
お
り
、
税
理
士
や
社
会
保
険
労
務
士
等
、

各
専
門
家
が
分
か
り
や
す
く
詳
し
い
説
明
を
行

い
ま
し
た
。

＜担い手支援活動＞
女
性
の
活
躍
促
進
と
女
性
リ
ー
ダ
ー
の
育

成
を
目
的
と
し
て
、
「く
ま
も
と
農
業
女
性

ゼ
ミ
ナ
ー
ル
」を
開
催
し
ま
し
た
。

農
業
に
携
わ
る
よ
う
に
な
って
概
ね
10
年

以
内
の
方
を
対
象
と
し
た
「ニ
ュ
ー
ア
グ
リ

ウ
ー
マ
ン
コ
ー
ス
」で
は
、
加
工
品
や
観
光
農

園
、
農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
と
い
った
6
次
化
や
環

境
保
全
型
農
業
の
経
営
等
に
つ
い
て
事
例
発

表
を
聞
き
、
多
様
な
農
業
経
営
に
つ
い
て
理

解
を
深
め
ま
し
た
。

就
農
後
概
ね
10
年
以
上
経
験
し
農
業
経

営
に
意
欲
を
持
って
取
り
組
む
方
を
対
象
と

し
た
「
次
世
代
経
営
者
コ
ー
ス
」で
は
、
Ｓ
Ｎ

Ｓ
を
活
用
し
た
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
戦
略
に
関

す
る
講
演
、
販
売
方
法
の
展
開
や
女
性
従

業
員
の
雇
用
に
取
り
組
む
経
営
者
の
事
例

発
表
、
加
工
施
設
で
の
実
習
等
を
実
施
し
ま

し
た
。

ま
た
、
今
年
度
の
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
で
は
、
熊
本

県
認
定
農
業
者
連
絡
会
議
女
性
部
部
長
、

く
ま
も
と
農
業
委
員
会
女
性
農
業
委
員
の

会
会
長
、
Ｊ
Ａ
熊
本
県
女
性
組
織
協
議
会

会
長
と
の
意
見
交
換
を
通
し
て
、
女
性
リ
ー

ダ
ー
に
な
る
た
め
の
ス
キ
ル
・知
識
習
得
を
図

り
ま
し
た
。

くく
まま
もも
とと
農農
業業
経経
営営
相相
談談
所所

担担
いい
手手
のの
経経
営営
改改
善善
にに
向向
けけ
たた
支支
援援
のの
取取
組組
みみ

＜担い手支援活動＞

（地域営農法人への支援の様子）
（青色申告講座の様子）

農農
業業
者者
がが
抱抱
ええ
るる
経経
営営
課課
題題
のの
解解
決決
にに
向向
けけ
てて
支支
援援
！！

開
催
時
期

令
和
4
年
8
月
～
令
和
5
年
1
月



農業会議が設置する常設審議委員会では、農地法の規定に基づき、３０アールを超える農地転用
案件等について農業委員会からの諮問に回答しています。

令和４年４月～令和5年３月の農地法第４条及び第５条に基づく諮問件数実績は合わせて１８５
件となりました。

また、１２月２０日には、常設審議委員会の開催に併せ、法令事務の更なる適正執行に資する事
を目的に、転用事案の現地調査を実施しました。

令令和和４４年年度度常常設設審審議議委委員員会会農農地地転転用用諮諮問問案案件件処処理理実実績績及及びび現現地地調調査査

令令和和４４年年度度田田・・畑畑売売買買価価格格等等にに
関関すするる調調査査結結果果

令令和和４４年年度度農農作作業業料料金金・・農農業業労労賃賃
にに関関すするる調調査査結結果果

22002233....33  vvooll..88

この調査は、農地の売買価格の動向を把握し、
農業政策立案推進の基礎資料に資することを目的
に、（一社）全国農業会議所が実施主体となり、
農業委員会の協力を得て毎年継続的に実施してい
る調査です。

この調査は、農業就業者の減少や担い手不足が進行
する中で、労働力の不均衡の是正や農業経営の安定的
発展を図るうえで重要な、農業労働力の確保・調整、
適正な農業臨時雇賃金や各種農作業受託（請負）料金
の設定、協定賃金の設定などの際に必要な調査として、
農業委員会の協力を得て実施しているものです。

個⼈農家の部分受託料⾦（県平均）
⽣産組織個⼈農家

11,827円11,848円
耕起から
代かきまで

オペレータ賃⾦（１時間あたり）県平均
コンバイン⽥植機トラクター

1,356円1,240円1,287円

臨時雇賃⾦
（１⽇あたりの⽀払総額）県平均

⼥性男性

7,641円8,579円
農作業⼀般の
専⾨作業

純農業的な地域
（都市計画法の線引きが⾏われていない地域）

中畑中⽥
区分

農⽤地
区域外

農⽤地
区域内

農⽤地
区域外

農⽤地
区域内

483519681806令和４年度
県
平
均 492545697837令和３年度

98.2%95.2%97.7%96.3%
前年対⽐
（％）

（単位：千円／10a）

農地法
第4条

農地法
第5条

(件) (件)
住宅⽤地

公的施設
⽤地

⼯・鉱業⽤地
商業・

サービス等⽤地
農業⽤
施設⽤地

その他の
業務⽤地

植林

４⽉ 4 18 2 0 3 1 1 13 2

５⽉ 2 11 0 1 0 2 1 6 3

６⽉ 5 12 3 1 0 4 1 7 1

７⽉ 4 10 4 0 0 1 1 5 3

８⽉ 1 13 1 0 1 2 2 8 0

９⽉ 1 17 8 0 1 0 1 8 0

１０⽉ 5 9 1 1 1 1 2 5 3

１１⽉ 3 11 5 1 2 0 1 3 2

１２⽉ 5 13 6 0 1 2 1 5 3

１⽉ 3 10 3 1 0 1 1 5 2

２⽉ 0 14 1 0 0 1 0 11 1

３⽉ 1 13 3 0 1 0 1 8 1

計 34 151 37 5 10 15 13 84 21

転 ⽤ 区 分 （件）常設審議
委員会
開催⽇

令和４年度常設審議委員会 農地転⽤諮問実績



農業法人等が雇用就農志向者又は独立就農志向者を雇用し、農業経営豊富な研修指導者が、当該法人等での就業又は独立就農に必要な農業技

術や知識等を習得させる為の研修を実施する場合に助成する、「「雇雇用用就就農農資資金金」」の令和５年度の募集についてお知らせします。

令令和和５５年年度度「「雇雇用用就就農農資資金金」」ににつついいてて（（おお知知ららせせ））

おお知知ららせせととごご協協力力ののおお願願いい

九州・沖縄ブロックの農業委員会では、約６００人の女性委員が、必須業務である「農地利用の最適化」活動
をはじめ、農業者年金の加入推進や食育活動など、女性の視点を活かして様々な活動に取り組んでおり、今後
更なる農業・農村における男女共同参画社会の実現はもとより、女性の視点を活かした農業委員会活動の充
実・強化に寄与することが期待されています。
そのような中、例年、持ち回りで、九州・沖縄ブロックの農業委員会の女性委員が一堂に会し、求められる

活動のあり方や地域農業者等の期待に応えるべく、全員参加型の研修会を通して県域を越えた情報収集・意見
交換等が行われていますが、令和５年度は、本県が当番県となり、令和５年１１月１３日（月）～１４日
（火）に、熊本市「ＡＮＡクラウンプラザホテル熊本ニュースカイ」において、「九州・沖縄ブロック農業委
員会女性委員研修会」を開催いたします。
現在、くまもと農業委員会女性委員の会が中心となり、開催に向けて打合せ・準備を進めていますので、本

県農業委員会の皆様のご理解とご協力をよろしくお願いします！！

福岡県での開催の様子（令和４年度）
くまもと農業委員会女性委員の会理事会の様子

①①雇雇用用就就農農者者育育成成・・独独立立支支援援タタイイププ（（令令和和５５年年度度はは、、３３回回募募集集））
農業法人等が就農希望者を雇用し、農業就業又は独立就農に必要な実践研修を
実施する場合に資金を交付。
【助成額】 新規雇用就農者1人あたり年間最大60万円（月額５万円）
【助成期間】 最長４年間（最大240万円）

②②新新法法人人独独立立支支援援タタイイププ（（令令和和５５年年度度はは３３回回募募集集））
農業法人等が、新たな農業法人を設立して独立就農することを目指す者を雇用
して実践研修を実施する場合に資金を交付。
【助成額】 新規雇用就農者1人あたり年間最大120万円（月額10万円）
【助成期間】 最長４年間（最大360万円） ※3～4年目は年間最大60万円（月額5万円）

※雇用就農者が、障がい者、生活困窮者、刑務所
出所者の場合は、助成額の年間最大15万円の
加算措置あり。

※事業実施期間3ヶ月未満は、助成金交付されま
せん。

助助成成内内容容

※左記の「採用日」は、この間で採
用された正社員等新規雇用就農者が
応募申請対象となります。

※3月迄で既に退職・離農者が出ています。当事業は、
助成を受けて離農者が出た際、同じ経営体から新たに応
募申請する場合は、以下④の「補完雇用就農者」要件が
新たに追加されます。

令令和和55年年度度募募集集日日程程（（第第22回回・・第第33回回募募集集はは予予定定でですす））

 募集期間 支援期間 採用日 

第 1 回 2023.3.1～4.4 2023.6.1～2027.5.31 2022.6.1～2023.2.1 

第 2 回 2023.7～8 2023.10.1～2027.9.30 2022.10.1～2023.6.1 

第 3 回 2023.10～11 2024.2.1～2028.1.31 2023.2.1～2023.10.1 

 
経営体数(全国) 従業員数(全国) 経営体数(熊本) 従業員数(熊本) 

1,722 2,134 45 59 

 

（（参参考考））令令和和44年年度度採採択択数数（（33回回募募集集分分のの合合計計））
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